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１．まえがき 
本稿は、南海トラフの巨大地震による被害が大きいと想定される四国地方を例に、東日本大震災等の教訓

をもとにした「災害に強いまちづくり」の基本的な考え方を整理し、各地方公共団体の「災害に強いまちづ

くり」に向けた取組の参考となる「南海トラフの巨大地震への備え」について方策体系を示したものである。

なお、本稿で示す内容は、「災害に強いまちづくり検討会」（構成員：学識経験者、国、県、市町の防災・ま

ちづくり関係者）において検討されたものである。 
２．大震災から得られた教訓 

東日本大震災や阪神・淡路大震災等より得られた教訓をまちづくりの視点よりまとめる。 
 地震の震源域や強さ、発生時間等で被害の状況は大きく異なり、巨大地震では揺ればかりでなく、津波・

火災・土砂災害・原発事故等の複合災害をもたらす。また、地域条件（地形・人口・産業・まちの構造・

防災教育等）によっても被害の状況が異なる。 
 津波の襲来に備えるため、津波高より高い場所に住むことで命を守るだけでなく、低地部でも速やかに

高台等へ避難することができるまちの構造のあり方について検討することが重要である。なかでも、周

辺に高台がない平野部等では、新たに高台を確保（築山、津波避難ビル、津波避難タワー等）すること

も必要である。 
 大規模災害では多数の長期避難生活者が発生するため、避難所ばかりでなく応急仮設住宅等の生活環境

整備が必要である。 
 また、大規模災害では、想定できない事態が生じ、それに対して迅速に判断することが求められる。そ

のためには、行政組織の強化、住民や関係者が参加した訓練等が必要であるとともに、迅速な復興を進

めるためにも、事前復興計画の策定等、日頃からのまちづくり活動が必要である。 
３．四国地方における災害に強いまちづくりの基本的な考え方 

「災害に強いまち」とは、大規模な災害から人命・財産を守り、被害を最小化（減災）できるまちをいう。 
四国地方においては、太平洋沿岸部における短時間での津波襲来、山間部・沿岸部に点在する集落の孤立化、

厳しい財政状況に伴う公共施設の老朽化、少子高齢化・過疎化による地域防災力の低下等の課題を抱えている。

そのため、四国地方における災害に強いまちづくりの推進に向けた基本的な考え方を以下にまとめる。 
①地域特性を把握したハード・ソフト施策の実施 
災害履歴、孤立集落、高齢化、優れた歴史景観等を考慮した、必要なハード・ソフト施策の実施 

②長期的な視点を持つ 
防災・減災・早期復興の観点を踏まえた持続可能なまちの将来像の明確化、日常における生活環境の向上 

③公助による限界の認識のもと、住民・大学等との連携が必要 
公助（人材・資材）の限界、自助（自立）・共助（連携）・専門的アドバイスによる一体的な取組の強化 

上記の考え方及び東日本大震災等の教訓より、四国地方の災害に強いまちづくりにおいては、「迅速な避難」

「発災後の避難生活環境の確保」「まちの構造の見直し」「行政組織等の強化・人材育成」が重要であることが

確認される。 
 
 キーワード 災害に強いまちづくり、南海トラフの巨大地震、方策体系、地域条件、避難 
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４．南海トラフの巨大地震の備え体系 

（１）方策体系図 
２節の教訓や３節の基本的な考え方等を

もとに、災害に強いまちづくりを行うための

方策を検討した。その内容を４つの基本方針

「命を守るために逃げる」「避難時の生活環

境を整える」「災害に強いまちをつくる」

「災害に負けない人・組織等をつくる」に分

類し、17 の基本施策・49 の施策（導入メニ

ュー）に体系化したものが図 1 である。 
（２）方策検討の視点 
地方公共団体等が方策体系図を参考に「災

害に強いまちづくり」を行う上で、より有効

な方策検討が行われるよう、次の３つの視点

を踏まえた工夫を行った。 
①地域条件に応じた方策 
地域条件に応じて実施すべき方策が異な

るため、四国地方の地域条件を４つに分類し

（「海岸平野部」「山地が迫る沿岸部（図 2）」

「半島・島しょ部」「中山間地域」）、地域条

件毎に重要となる施策の検討・整理を行った。 
②災害発生時の時間軸でみた方策 
災害発生時から、行政・住民等が実施する

行動を時間軸で把握し、必要とされる施策・

取組を整理しておくことで、状況に応じた施

策の抽出が可能となるよう配慮した。 

③自助・共助・公助による方策 
「命を守るために逃げる」は自

助が前提となるが、より効果的に

行うためは共助・公助が必要とな

る。そのため、自助・共助・公助

の役割分担による効果的な方策

の検討が行えるよう配慮した。 
５．まとめ 
 「災害に強いまちづくり」の推

進に向けて必要な施策を体系的

にとりまとめることで、取組むべ

き施策が明確になるとともに、検討における３つの視点により地域に応じたきめ細かな検討が可能となった。 
６．おわりに 

 四国地方整備局では、「災害に強いまちづくり」を進めるために「災害に強いまちづくりガイドライン」を

策定し公表している（http://www.skr.mlit.go.jp/kensei/machizukuri/10toshibousaijigyo/05shikoku.html）。本稿とあわ

せて「災害に強いまちづくり」を進める上での参考となることを期待する。 

(1) 津波、避難対策により命
を守る

(2) 土砂災害から命を守る

(4) 集落・地域の孤立に備え
る

(5) 住宅、建築物等の倒壊・
火災から命を守る

(8) 地域防災力の向上

① 津波避難計画の策定

② 津波避難マップの作成

③ 津波避難標識の整備

② 避難所の開設・運営

③ 防災訓練の実施

⑪ 土砂災害ハザードマップの作成

⑦ ヘリポートの整備

④ 情報伝達体制の整備

⑧ 食料、生活必要物資の備蓄(備蓄倉庫)

① 公共施設の耐震化推進

② 住宅の耐震化推進

① 自主防災組織の結成と活動の充実

⑤ 企業との連携強化

⑪ 国・他の自治体・関係機関等との連携強化

(1-1)住民の自主的な避難を促す

(1-3)津波避難場所・経路の確保

(2-1)危険箇所の周知と対策

(4-1)集落・地域の孤立に備える

(5-1)住宅等の耐震性の向上

(8-1)人的防災力の向上

(8-2)連携体制の強化

基本方針 施策(導入メニュー)基本施策

⑩ 避難経路の確保

⑥ 長期浸水対策の推進

③ 災害用トイレの確保

⑨ 避難困難者の解消(高台等の確保)

⑦ 避難場所の確保・整備
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(9) 災害発生時の行政機能の
維持・発揮

⑪ 庁舎等の配置・構造等の再検証と機能強化

⑧ 事業継続計画(BCP)の策定推進

(9-1)地方公共団体の防災力の向上

⑨ 職員の意識づくりの推進

(9-2)有事を見据えた体制づくり

⑦ インフラの耐震化・耐津波化の推進

⑱ 浸水想定区域外への居住の検討

⑰ 適正な土地利用規制・建築規制の運用

⑩ 盛土造成地、液状化対策の推進

⑧ 津波避難ビルの指定

④ 防災教育の推進(住民・子どもたちの意識づくり)

短期(継続)

短期(継続)

短期

短期

短期
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短期～中期

短期

短期～中期

短期(継続)

短期～中期

短期～中期

短期

短期(継続)

短期(継続)

短期(継続)

短期～中期

短期～中期

中長期の視点

中長期の視点

中長期の視点

短期～中期

中長期の視点

短期

短期(継続)

④ 応急仮設住宅の建設場所確保

⑦ 貴重なデータの保護 短期

短期(継続)⑩ 支援物資等の受け入れ体制の検討

⑯ 災害廃棄物・海岸漂着物処理体制の検討

② 消防団の充実・強化 短期(継続)

⑥ 大学・ＮＰＯとの連携強化 短期～中期

⑳ 地籍調査の推進

⑤ 災害時要援護者（要配慮者）の支援 短期(継続)
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(3) 避難生活に備える

⑫ 防災活動拠点の整備(防災公園等）

(3-1)避難所の確保

⑧ ため池の耐震化推進

③ 空き家対策の推進

⑥ 来訪者・帰宅困難者の支援 中長期の視点

⑨ 漂流物対策の推進

中長期の視点⑲ 事前復興計画の策定

短期～中期

(1-2)避難時の支援の検討

① 指定避難所の確保 短期
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短期～中期

短期～中期

(6) まちの構造を強くする
(6-1)既存インフラの機能強化 短期～中期

短期～中期

短期～中期

(3-2)応急仮設住宅整備の準備

⑤ 応急仮設住宅整備体制の構築

短期～中期

短期～中期

⑮ ネットワーク整備に合わせた防災拠点整備

④ 密集市街地の解消

⑥ 住宅・建築物等の不燃化推進

⑤ 火災避難場所・経路の確保

(5-2)火災に強いまちの形成 中長期の視点

中長期の視点

中長期の視点

短期～中期

短期～中期

(7)まちの構造を見直す

中長期の視点

(6-2)防災拠点の強化

(7-1)長期的視点でのまちづくり

(7-2)速やかな復興の実現

⑬ 都市計画マスタープラン等の策定 中長期の視点

中長期の視点

⑭ 多重防御のまちづくり 中長期の視点
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図 1．「南海トラフの巨大地震の備え」方策体系図 
基本施策 人的防災力の向上体制の強化

施策（導入ﾒﾆｭｰ）
自主防災組織の結成と活動の充実
消防団の充実・強化
防災訓練の実施

【施策導入の留意事項】

自助・共助・公助による危機対応の意識づくり
災害時の消防団の安全確保、役割分担の再検討
津波避難計画やマップに即した防災訓練の実施
まちで起こった災害履歴の把握
高齢化の進行を踏まえた人的防災力の向上(危機意識の高揚、コ
ミュニティの醸成等)

基本施策 住民の自主的な避難を促す

施策（導入ﾒﾆｭｰ）
津波避難計画の策定
津波避難マップの作成
情報伝達体制の整備

【施策導入の留意事項】

津波避難計画等に示された避難場所・避難経路を踏まえ、速やかな
避難を促す施設配置の検討
車利用のルールの明確化
津波避難マップを住民参画で作成

基本施策 津波避難場所・経路の確保

施策（導入ﾒﾆｭｰ） 避難場所の確保・整備

【施策導入の留意事項】

更に高い所へ避難できる場所や周辺の状況が確認できる場所の確保
避難場所への滞在を見据えた備蓄・機能等の確保
速やかな避難が可能となる経路・道路幅員の確保

基本施策 津波避難場所・経路の確保

施策（導入ﾒﾆｭｰ） 避難経路の確保

【施策導入の留意事項】

漁村集落などの老朽建築物等が多い地域では、安全な移動が可能と
なる道路幅員の確保

基本施策 集落・地域の孤立に備える

施策（導入ﾒﾆｭｰ） 津波浸水対策の推進

【施策導入の留意事項】

人口密度が高い地域では、ポンプ場整備が理想
地盤沈下が生じる可能性がある地域への積極的な対策が必要

基本施策 津波避難場所・経路の確保

施策（導入ﾒﾆｭｰ）
津波避難ビルの指定
避難困難者の解消(高台等の確保)

【施策導入の留意事項】

・避難困難地区では、津波避難ビル・津波避難タワーの整備

基本施策 長期的な視点でのまちづくり

施策（導入ﾒﾆｭｰ） 浸水想定区域外への居住の検討

【施策導入の留意事項】

高台移設の検討

基本施策 住宅等の耐震性の向上

施策（導入ﾒﾆｭｰ）
住宅の耐震化推進
空き家対策

【施策導入の留意事項】

住宅の耐震化促進のための啓発
空き家の危険性の啓発
住宅耐震化・安芸対策に関する支援制度の確保

基本施策 集落の孤立に備える

施策（導入ﾒﾆｭｰ） ヘリポートの整備

【施策導入の留意事項】

市町村の規模に応じたヘリポートの確保
離発着時の砂埃対策(芝張り等)
小中学校グラウンド等を活用した臨時ヘリポートとしての活用検討基本施策 既存インフラの機能強化

施策（導入ﾒﾆｭｰ） インフラの耐震化等推進（機能強化）

【施策導入の留意事項】

インフラ・ライフラインの耐震化

迅速な航路啓開のための拠点港のガレキ処理、岸壁の耐震化、液
状化対策

■山地が迫る沿岸部

図 2．山地が迫る沿岸部 
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